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17．排水に関する新たな技術及び研究の紹介 

(基準、基準の運用第３章 3.5 関連) 

 

近年の情報処理技術及び情報通信技術の発展は目覚ましく、排水に係る施設においてもこれらの

技術が活用されている。また、排水に関する近年の研究として、低平農業地域の氾濫現象を高精度

で解析するための「内水氾濫解析モデル」、実測では得られない長期間及び多数の降雨データを得る

ための「豪雨の内部波形の模擬発生法」がある。 

本章では、計画作成時の参考とされたく、これらの技術及び研究の概要及び事例を紹介する。 

 

17.1 排水機場への遠方操作システムの導入 

17.1.1 背景 

Ｉ県Ｋ土地改良区は、Ｋ市北部から西南部に位置し、沿岸方向に緩傾斜する低平地にある。Ｋ土

地改良区管内の全域はほぼ水田として利用されており、現在の農地面積は1,935ha で合計23の排水

機場を活用した排水及び用水供給が行われている。一方、平成10年９月の豪雨では、受益地の多く

が50cm 以上湛水するなど、これまで度々湛水被害に悩まされてきた地域である。 

 

17.1.2 遠方操作システムの導入 

過去の被害を踏まえ、同土地改良区では、排水ポンプ設備の合理的な管理を行う目的で、平成16

年４月から20の排水機場に、状態監視、情報収集等を目的とした遠方監視システムを導入し運用を

進めている。 

パソコン、スマートフォン、携帯電話等インターネットに接続した機器を利用することで、排水

機場内の機器の運転状況、故障等の警戒情報、内水位、外水位等の情報を関係者全員で共有し、豪

雨状況に迅速に対応できるよう体制を整えている。 

また、本土地改良区では、台風接近に伴う豪雨災害への対応として、「事前行動計画」を策定して

おり、排水路の水位やポンプの稼働状況の確認等について、台風接近の24時間前、12時間前及び６

時間前のタイムラインに沿った対応事項、実施者及び実施場所を規定している。 

このように、ハード対策とソフト対策を併せて充実させることによって、大雨に対する予備排水

等の事前準備及び対応が行えるようになり、浸水被害の軽減が期待されている。 
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※１ NTT Docomo パケット通信サービス  

※２ 権限を与えられた者のみ、遠方での運転モード切替を行う。 

図-17.1 システム構成図 

 

 

図-17.2 左：Web 監視現況（全体）、右：Web 監視現況（詳細） 

 

 

写真-17.1 スマートフォンによる情報の確認状況 
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17.2 ため池防災支援システム 

17.2.1 背景 

東日本大震災等の大地震、九州北部豪雨や平成30年７月豪雨等の豪雨災害では、ため池が各地で

決壊し下流域で人災を始め二次被害が発生した。従来、ため池の決壊を予測したり、その危険情報

を伝達したりする手段はなかったが、現在ではこのような被害を防ぐ目的でため池の決壊をリアル

タイムに予測し、予測情報を迅速に関係者に伝達・共有する「ため池防災支援システム」が開発さ

れている。 

 

17.2.2  システムの概要 

ため池防災支援システムは、豪雨及び地震時のため池決壊と下流被害の危険度を予測するととも

に、被災状況をため池管理者から自治体、農林水産省等のため池関係者間で情報共有する災害情報

システムである。地震時の場合には地震情報を受信してから30分以内、豪雨時の場合には現在時刻

から６時間後までのため池の決壊危険度を予測し、インターネットで予測結果を地図に表示する。 

 

 

図-17.3 ため池防災支援システムの概念図 

 

国や自治体はこの情報を基に、ため池周辺の住民の避難対策及び決壊防止のための緊急対策の検

討が可能である。また、スマートフォンやタブレット等の端末を用いて、ため池管理者が現地で被

災状況を入力したり、被災写真をアップロードすることで、国、自治体等の関係機関の間でため池

決壊の有無や被災状況を即座に情報共有することも可能となる。 

本システムの普及により、早期避難に必要な情報を提供することで人的被害を防止するとともに、

災害情報を全国の防災機関と共有することで迅速な災害支援体制の確立が期待されている。 
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図-17.4 南海トラフ地震を想定したため池の決壊危険度予測図 

 

 
図-17.5 平成29年7月九州北部豪雨における決壊危険度予測図 

 

地震時には地震情報を受信してから30分以内、豪雨時には現在時刻から６時間後までのため池の

決壊危険度をリアルタイムで予測して、赤、黄及び青の三色で地図上に表示する。予測結果はイン

ターネットを通じて、国や自治体等の防災担当者が閲覧可能。 

 

 

図-17.6 九州北部豪雨におけるため池の氾濫予測結果図 

 

ため池が決壊した場合の氾濫域を算定し、地図上に表示する。防災担当者はこれらの情報を基

に、ため池周辺の住民の避難対策や決壊防止のための緊急点検を行うことが可能。 
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17.3 新たな内水氾濫解析モデルの開発 

17.3.1 背景 

内水氾濫現象を扱うモデルの多くは都市域を対象に開発されているが、こうしたモデルは水田を

主体とする低平農業地域の氾濫現象の解析には不向きである。都市域の氾濫水は下水道や道路を通

じて系外へと排出されるのに対し、下水道が整備されていない低平農業地帯では、氾濫原を構成す

る農地や農地転用によって開発された市街地からの流出水は末端排水路から支線・幹線排水路に流

入し、系外へと排出される。また、都市域では、一般に道路敷高が建造物の敷高よりも低く、宅地

等に降下した地表面の雨水は下水道や排水路に流入する前に近接する道路に集まり、これに沿って

流れるが、農業地帯では、道路の敷高は農地面より高い位置にあるため、道路沿いの流れは発生し

ない。 

こうした流出・氾濫現象の違いに着目して開発されたのが「内水氾濫解析モデル」である。本モ

デルは、低平農業地帯を対象に、土地利用属性の違いによる流出特性に着目するとともに、氾濫水

の挙動を簡便かつ忠実に再現することで、浸水箇所及び浸水継続時間を推定するものである。 な

お、河川の越水、溢水等の位置及び解析範囲内への流入量が推定できる場合については、外水氾濫

にも対応できる。 

 

17.3.2 モデルの全体構成 

解析モデルは、①各土地利用地目からの流出量を計算する「流出入量算定モジュール」、②排水路・

河川の流れを計算する「一次元不定流モジュール」及び③氾濫水の平面的な伝播を計算する「氾濫

流モジュール」で構成される（図-17.7）。①では各土地利用地目からの流出特性と排水路水位を考

慮して、セル－排水路間の流出入量を計算し②の一次元不定流モジュールに横流入として受け渡す。

②では、白石ら（1993）1)の方法によって不定流の計算を行う。③では、氾濫流の移動量を平面２次

元流の局所慣性方程式を差分化して計算する。 

また、解析対象領域は、排水区域及び計算点を配置するセルの二つのレベルで分割する(図-17.8) 。

排水区域とは、一次元不定流モジュールにおける任意の距離（Δx）で分割された河川及び幹線・支

線排水路網の各メッシュに横流入量として流入する区域を示す。一方、セルとは、溢水後の氾濫水

の空間的な伝播を表現するために分割した格子である。排水路への横流入量は、符号の正負によっ

て、土地から排水路への流出及び水路から土地への流入を表現する。土地－排水路の水の受け渡し

は、セル内に想定した仮想の末端水路を通じて行う。流出入量は、排水路水位と土地の湛水位の関

係から水理学的に決定する。 

さらに、氾濫水の伝播に影響を与える道路等の線状構造物、標高差及び土地利用属性に基づいて

各セルの形状を任意多角形で表現する「地形適合型セル」を採用した。 各セルの辺には標高値を持

たせており、セルは土地利用属性ごとに設定し、水田、畑地、転作田、市街地（集落等の住区を含

む）及び水域の５分類とした。それぞれのセルから排水路への流出及び排水路の水位上昇によるセ

ルへの氾濫水の流入は、各セル内に仮定した末端排水路を通じて発生する。モデルの詳細について

は吉川ら（2011）2)を、GIS を用いたセル分割の方法は吉川ら（2013）3)を参照のこと。 
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図-17.7 内水氾濫解析モデルの概要 

 

 

図-17.8 解析対象領域の分割イメージ 

 

17.3.3 モデルの適用事例 

Ｎ県Ｎ市Ｍ区Ｓ地区をモデル適用事例として示す。 

(1) 流域の概要 

本地区はＮ平野の中部に位置し、東はＳ川、西はＮ川に囲まれた流域約7,460ha の完全輪中地

帯であり、稲作を中心として野菜・果樹等の複合営農が行われている低平農業地帯である。 

洪水時の排水は農地排水を目的として建設された３か所の排水機場からＮ川に排除している。

本地域の基幹排水施設は1/30年確率相当の排水機能を有しているが、地盤沈下の進行、局地的な

集中豪雨等で排水機場への負荷が増加し、農地の湛水及び住宅地の浸水被害が発生している。 

(2) モデルの適用 

上記で説明した内水氾濫解析モデルに基づいて、現地調査、工事図面、基盤地図情報等を基に、

Ｓ地区をモデル化した。 

(3) モデルの検証 

解析から得られた計算湛水状況及び地区内水位と実績値を比較し、構築した解析モデルの妥当

性を確認した。モデルの検証に用いた降雨イベントは、近年で最も大きい湛水被害が発生した平

成23年７月出水とした。地区内８か所の雨量観測所雨量、実績ポンプ排水量並びにこれらから算

出した基底流量及び保留量をモデルに与え、湛水状況及び水位観測所地点水位を求めた。図-17.9

に水位観測所水位ハイドログラフ、図-17.10に再現計算による最大湛水区域と実績湛水区域とを

比較した結果を示す。計算による水位及び湛水区域は、実績値を概ね良好に再現しており、地区

の排水状況が表現可能なモデルといえる。 
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17.4 豪雨波形の模擬発生に関する研究4) 

気象及び水文特性を把握するためには、長期間の観測資料を収集することが望ましい。しかしな

がら、気象観測網は全国的に整いつつあるものの、洪水等の解析に必要となる１時間単位の降雨デー

タは観測期間が長くない地点もあり、その蓄積量には地域差がある。 

そのような中、実測では得られない長期間、あるいは多数の降雨データを得るための手段として、

その模擬発生手法が提案されている。ここでは、ある閾値を超える雨量規模を持つ豪雨を対象とし

て、その総雨量と波形の模擬発生手法について紹介する。 

 

17.4.1 研究事例 

本模擬発生手法は、豪雨発生回数の決定、総雨量の決定、総雨量の１時間雨量系列への配分及び

波形パターン発生の四つの手順から成る。各手順で必要なパラメータは、対象とする地点の実測降

雨資料より抽出した豪雨イベントにより決定する。豪雨の降雨期間は、模擬発生の対象データと同

期間に設定し（例えば３日間）、さらに雨量にある閾値を設けてそれを超えるイベントを抽出する。 

本手法により発生させた模擬発生豪雨のハイエトグラフの一例を図-17.11に示す。図より、降雨

強度及び波形パターンは抽出した豪雨イベントで異なり、様々な結果が得られていることがわかる。 

模擬発生豪雨は、データの妥当性や再現性を十分吟味する必要があるが、例えば短時間単位の雨

量データを必要とする排水解析に対する入力用データとして活用が期待される。 
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図-17.9 平成 23 年７月出水水位ハイドログラフ 

図-17.10 平成 23 年７月出水湛水区域比較 
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18．近年の降雨特性に関する情報 

 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第５次報告書では、温暖化に伴う極端な気象現象によっ

てインフラ等が機能停止するリスク、気温上昇、干ばつ等によって食料安全保障が脅かされるリス

ク等が生じることが報告された。我が国は、同報告書等を踏まえ気候変動適応法（平成 30 年法律第

50 号）を制定するとともに、同法に基づき気候変動適応計画（平成 30 年 11 月 27 日閣議決定）を

定めた。同計画において、農業生産基盤に関しては、「将来、新たな科学的知見や気候モデル、さら

には農業生産基盤への影響評価手法の精度向上等により、将来予測に基づく施設整備を行う根拠が

明確となった場合は、施設整備の在り方を検討する。」こと等が記載された。 

また、国土交通省においては、平成 30 年４月、「気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会」

を設置し、令和元年 10 月には、同会の提言が取りまとめられ、「治水計画の立案に当たり、『実績の

降雨を活用した手法』から『気候変動により予測される将来の降雨を活用する手法』に転換するこ

と」等が示された。 

本章では、近年の降雨特性の関連情報として、地球温暖化に関する基本事項、日本の降水量の変

化傾向、近年研究が進められている気候モデルを利用した研究を紹介する。 

 

18.1 基本事項 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、平成 26 年、今世紀末までの約 100 年で世界平均地上

気温が 0.3～4.8℃上昇するとの予測を行うとともに、気候変動への適応策を行わなければ、今後の

気候変動が主要作物の生産に負の影響を及ぼす等の第５次評価報告書を公表した。 

 

図-18.1 世界平均気温の変化 1) 

 

18.2 日本における降水の変化 

18.2.1 降水量の変化傾向 2) 

気象庁の気候変動監視レポート 2018 によると、気象庁の 51 観測地点について、1898～2018 年の

年降水量の基準値（1981 年～2010 年の 30 年平均値）からの偏差を解析したところ、日本の年降水

量には長期変化傾向は見られないが、統計開始から 1920 年代半ばまでと 1950 年代に多雨期がみら

れ、1970 年代から 2000 年代までは年ごとの変動が比較的大きかった（図-18.2）。 
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図-18.2 日本の年降水量偏差の経年変化 

 

18.2.2 大雨等の発生頻度の変化傾向 2) 

気象庁の気候変動監視レポート 2018 によると、気象庁の 51 観測地点の観測値を用い、日本にお

ける大雨等の発生頻度の変化傾向の解析を行ったところ、日降水量 100mm 以上の日数は、1901～2018

年の 118 年間で増加している（図-18.3）。一方、日降水量 1.0mm 以上の日数は減少し、大雨の頻度

が増える反面、弱い降水も含めた降水の日数は減少する特徴を示している（図-18.4）。 

また、全国約 1,300 地点のアメダスの観測値を用い解析したところ、１時間降水量 50mm 以上及

び 80mm 以上の短時間強雨の年間発生回数はともに増加している（図-18.5、図-18.6）。50mm 以上の

場合、統計期間の最初の 10 年間（1976～1985 年）平均では 1,300 地点あたり約 226 回だったが、

最近の 10 年間（2009～2018 年）平均では約 311 回と約 1.4 倍に増加している。 

 

 
 

 

 

図-18.3 日降水量 100mm 以上の年間日数の経年変化 図-18.4 日降水量 1.0mm 以上の年間日数の経年変化 

図-18.5 １時間降水量 50mm 以上の年間発生回数 

の経年変化 

図-18.6 １時間降水量 80mm 以上の年間発生回数 

の経年変化 
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18.2.3 10 年確率日雨量の経年変化 

10 年確率日雨量の経年変化に関する研究事例を二つ紹介する。図-18.7 は、1901 年から 2007 年

までの 107 年間、全国 52 地点の日雨量をもとに 10 年確率日雨量を計算し、最初の評価期間（1901

年～1927 年）の確率雨量で除して、比率に直したものである 3)。また、図-18.8は、1898 年から 2017

年までの 120 年間、全国 51 地点の日雨量をもとに 10 年確率日雨量を計算し、最初の評価期間（1898

年～1927 年）の確率雨量で除して、比率に直したものである 4)。 

 全国的にみると確率日雨量は増加傾向にあるといえるが、両図とも全国平均の変化を示すもので

あり、地域や地点によって傾向は異なる。 

 

 

 

18.3 気候モデルを利用した研究 

将来の気候の変化を予測するため、各国の研究機関において、気候システムを再現することがで

きる「気候モデル」を開発している。気候モデルは、気候システムを構成する大気、海洋、陸面、

氷床等を物理法則に従い定式化し、スーパーコンピュータ等の計算機によって擬似的な地球を再現

しようとする計算プログラムである。 

気候モデルは、計算技術上の様々な仮定や近似を含み、計算結果には気候モデル特有のバイアス

が含まれるほか、予測の不確実性（計算結果のばらつき）が現れる。 

 

18.3.1 研究事例 

気候モデルを用いた研究事例として、複数の気候モデルの特徴を反映させて、豪雨を模擬発生さ

せ、水田の湛水解析と水稲減収量の算定からリスク分布を得る手法が研究開発されている。皆川ら

（2018）5)の研究においては、Ｉ県Ｋ地区を対象として、現在期間と RCP8.5 シナリオ下における 10

年確率雨量値の雨量強度の出現頻度分布を算定したところ、図-18.9 のように不確実性を含む結果

が得られた。 

図-18.7 10 年確率日雨量比の全国平均値（黒線） 

（解析期間：1901 年～2007 年） 
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図-18.8 10 年確率日雨量比の全国平均値（青線）

（解析期間：1898 年～2017 年） 
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図-18.9 気候予測の不確実性を取り入れた確率雨量の強度分布の算定結果 

（RCP8.5 シナリオでの 10 年確率の例） 
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